
○ 教育・保育施設を対象とする施設型給付に加え、以下の保育事業を市町村による認可事業とした上で、
地域型保育給付の対象とし、多様な施設や事業の中から利用者が選択できる仕組みとする。

◇ 小規模保育（利用定員６人以上１９人以下）
◇ 家庭的保育（利用定員５人以下）
◇ 居宅訪問型保育
◇ 事業所内保育（主として従業員のほか、地域において保育を必要とする子どもにも保育を提供）

○ 待機児童が都市部に集中し、また待機児童の大半が満３歳未満の児童であることを踏まえ、こうした
小規模保育や家庭的保育などの量的拡充により、待機児童の解消を図る。

○ 小規模保育、家庭的保育など、事業それぞれの特性に応じた客観的な認可基準を設定し、質の確保を図る。
また、認可の仕組みについては、大都市部の保育需要に対して、機動的に対応できる仕組みとする。

○ 保育の必要性の認定、公的契約、市町村の関与、公定価格の算定の考え方、給付の支払方法などは、
施設型給付と同様とする。

地域型保育給付の創設
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基本的な制度設計



○ ３歳未満児に重点を置いた小規模な保育の類型として新設
→ 都市部での小規模な拠点の整備を推進（例：余裕教室等の公的スペース、賃貸スペース等を活用）

⇔ 質を確保する基準を設定
○ ３歳以上児の学校教育・保育を行う認定こども園等（※認定こども園・幼稚園・保育所）との連携を確保

（分園を含む）

※ 連携先認定こども園等の確保が難しい場合、市町村が調整することも可能とする。
※ 放課後児童クラブ、地域子育て支援拠点、一時預かりなどを併設し、一体的に取り組む形態も想定する。

○ 市町村内の保育ニーズについて、一定以上の規模を有する教育・保育施設による対応を基本と
しつつ、子ども・子育て家庭にとって身近な地域における保育の利用を確保する観点から、
地域型保育を組み合わせて、地域の保育機能を確保

○ 認定こども園等と連携の確保（連携先認定こども園等の確保が困難な場合、市町村による調整を
可能とする。）

○ 放課後児童クラブ、地域子育て支援拠点、一時預かりなどを併設することにより、地域の多様な
保育ニーズに対応可能な仕組み
→ 郡部などの人口減少地域などでも、地域コミュニティの子育て支援の拠点を維持・確保

※ 郡部などの人口減少地域等においては、子ども・子育て家庭にとって身近な地域における学校教育・保育を確保
する観点から、例外的に３歳以上児の利用も認める。
→ ３歳以上児の学校教育・保育を保障するために必要な、認定こども園等や地域の小学校との連携を法令に位置

づけ、具体的な連携方策を更に検討
※ 都市部の待機児童対策としての地域型保育事業との違いに留意する

地域型保育の充実による都市部の待機児童対策

地域型保育給付の創設（続き）地域型保育給付の創設（続き）
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（都市部）小規模保育事業（施設型）
家庭的保育

バックアップ
施設

小規模
保育事業
（施設型）

小規模保育事業
（施設型）

交流、相談・
助言機能

放課後
児童クラブ

バックアップ
施設

家庭的保育

待機児童

待機児童

隣接市

小規模
保育

交流、相談・
助言機能

（大都市部以外の地域）
郡部などの人口減少地域において、隣接自治体の認定こども園等
と連携しながら、小規模保育等の拠点によって、
地域の子育て支援機能を維持・確保

地域子育て支援拠点

放課後
児童クラブ

地域保育型・
子育て支援事業

認定こども園等

保育所・幼稚園
遠距離利用やそもそも
利用断念している実態を改善

隣接市でも可

バックアップ
施設

身近な地域で利用

小学校との連携 地域の小学校との連携により、
３歳以上児も利用可

放課後児童クラブ

認定こども園等

・ 都市部では、認定こども園等をバックアップ施設として、小規模保育等を増やすことによって、待機児童の解消を

図ります。

・ 人口減少地域では、隣接自治体の認定こども園等と連携しながら、小規模保育等の拠点によって、地域の子育て

支援機能を維持・確保します。

小規模保育等の活用による地域の子育て支援機能の充実（イメージ）

認定こども園等

待機児童
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○ 本制度における利用者負担については、すべての子どもに質の確保された学校教育・保育を保
障するとの考え方を踏まえ、現行制度の利用者負担の水準、利用者の負担能力を勘案した応能負
担を基本として定める。

※ただし、市町村が給付に関する利用者負担額を設定する際、給付単価を超える額を設定することはできない。

※実費徴収や実費徴収以外の上乗せ徴収については、一定の要件の下で施設が定める。

○ 利用者負担の水準については、財源の在り方と併せて、制度施行までに検討する。

本制度における利用者負担の基本的考え方

本制度における利用者負担について
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○ 地域子ども・子育て支援事業は、子ども・子育て家庭等を対象とする事業として、市町村が地域
の実情に応じて実施する以下の事業とする。また、対象事業の範囲は法定する。
・ 利用者支援
・ 地域子育て支援拠点事業
・ 一時預かり
・ 乳児家庭全戸訪問事業
・ 養育支援訪問事業その他要支援児童、要保護児童等の支援に資する事業
・ ファミリー・サポート・センター事業
・ 子育て短期支援事業
・ 延長保育事業
・ 病児・病後児保育事業
・ 放課後児童クラブ
・ 妊婦健診
・ 実費徴収に係る補足給付を行う事業
・ 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業
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地域子ども・子育て支援事業の対象範囲について



○ 「子ども・子育て支援法」における事務については、内閣総理大臣が主たる責任を有し、企画立案
から執行までを一元的に内閣府において所管する。

○ 認定こども園については、学校、児童福祉施設を所管する観点から、文部科学省・厚生労働省も共
管するが、制度全体としては内閣府が所管する。

その上で、内閣府に子ども・子育て本部を設置し、認定こども園に関する一元的な窓口を設け、
全ての類型を通じた給付や幼保連携の強化・推進を担う。

○ 子ども・子育て支援法の公布後２年を目途として、総合的な子ども・子育て支援を実施するための
行政組織の在り方について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を
講ずる（子ども・子育て支援法附則第２条第４項）。
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国の所管及び組織体制について



内閣府

子ども・子育て本部
（子ども・子育て支援法及び認定こども園法を所管）

内閣府、文科省、厚労省の子ども・子育て施策に関する体制の

スクラップ＆ビルドを基本に体制を整備

内閣府特命担当大臣（子ども・子育て）
【必置、子ども・子育て本部長】

子ども・子育て会議
（子どもの保護者等ステークホルダー）

事務局

内閣府を中心とした一元的体制（イメージ）

厚生労働省 文部科学省

（幼保連携の強化・推進のための統括室）
（厚生労働省、文部科学省の職員も併任）

・学校教育法体系及び児童福祉法体系との整合性の確保
・認定こども園・幼稚園・保育所等を通じた一元的な窓口の設置

地方公共団体、施設等
児童福祉法体系 学校教育法体系

学校教育法体系との連携児童福祉法体系との連携

総合調整総合調整

※子ども・子育て支援法公布後２年を目途として、総合的な子ども・子育て支援を実施するための行政組織の在り方について検討を
加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。
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○平成25年４月に内閣府に設置。

○委員

・25人以内で組織。

・子どもの保護者、都道府県知事、市町村長、事業主を代表する者、労働者を代表する者、子ども・
子育て支援に関する事業に従事する者及び子ども・子育て支援に関し学識経験のある者のうちか
ら、内閣総理大臣が任命。

○役割

・会議は、子ども・子育て支援法又は他の法律によりその権限に属させられた事項を処理するほか、
内閣総理大臣の諮問に応じ、子ども・子育て支援法の施行に関する重要事項を調査審議する。

・会議は、子ども・子育て支援法の施行に関する重要事項に関し内閣総理大臣その他の関係各大臣
に意見を述べることができる。

・会議は、この法律に基づく施策の実施状況を調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大
臣その他の関係各大臣に意見を述べることができる。
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子ども・子育て会議について

子ども・子育て支援法又は他の法律によりその権限に属させられた事項の主な内容
・基本指針の調査審議
・認定こども園法に基づく幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準の調査審議
・特定教育・保育施設の基準の調査審議
・特定地域型保育事業者の基準の調査審議
・施設型給付費、特例施設型給付費の額の算定基準の調査審議
・地域型保育給付費、特例地域型保育給付費の額の算定基準の調査審議 など
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子ども・子育て会議 委員及び専門委員

○子ども・子育て会議 委員

○子ども・子育て会議 専門委員

東京大学大学院教育学研究科教授
全国国公立幼稚園長会会長
恵泉女学園大学大学院教授
ＮＰＯ法人子育てひろば全国連絡協議会理事長
高知県知事
東京商工会議所人口政策委員会委員
淑徳大学総合福祉学部教授
全国私立保育園連盟副会長
三鷹市長
全国小規模保育協議会理事長
株式会社ワーク・ライフバランス代表取締役社長
読売新聞東京本社社会保障部次長
日本保育協会理事

（50音順）
（平成25年4月9日付発令）

秋田 喜代美
荒木 尚子
大日向 雅美
奥山 千鶴子
尾﨑 正直
尾身 朝子
柏女 霊峰
橘原 淳信
清原 慶子
駒崎 弘樹
小室 淑恵
榊原 智子
坂﨑 隆浩

全国保育協議会副会長
東京大学大学院情報学環教授
日本労働組合総連合会副事務局長

一般社団法人日本経済団体連合会少子化対策委
員会企画部会長
全日本私立幼稚園ＰＴＡ連合会副会長
ＮＰＯ法人全国認定こども園協会副代表理事
全日本私立幼稚園連合会副会長
公益社団法人全国幼児教育研究協会理事長
白梅学園大学子ども学部教授
ＮＰＯ法人ファザーリング・ジャパン代表理事
社会福祉法人東京聖労院顧問
前港区立赤坂子ども中高生プラザ館長
聖籠町長

佐藤 秀樹
佐藤 博樹
菅家 功
髙尾 剛正

月本 喜久
古渡 一秀
北條 泰雅
宮下 ちづ子
無藤 隆
吉田 大樹
吉原 健

渡邊 廣吉

一般社団法人全国病児保育協議会会長
公益社団法人日本医師会常任理事
秦野市教育委員会教育長
公益社団法人日本助産師会専務理事

稲見 誠
今村 定臣
内田 賢司
葛西 圭子

公益社団法人全国保育サービス協会理事
ＮＰＯ法人家庭的保育全国連絡協議会理事長
全国認定こども園連絡協議会会長
一般社団法人日本こども育成協議会副会長

坂本 秀美
鈴木 道子
溜川 良次
山口 洋


